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日本の新聞産業を牽引した企業家活動 


















































































































の後真木太、22 歳で家督を相続し、龍平と名乗った。父守雄は 1871（明治 4）年、明治維
新で生活の転換を余儀なくされ、士族の将来に見切りをつけて一家をあげて大阪に移住し
た。1872 年、大阪で当時唐物屋と言われた西洋雑貨商の「田丸屋」を開店し、その後 76 年、
木村平八と西洋雑貨商「玉泉舎」を設立して共同経営にあたった。 




















































この危機を辛うじて切り抜けた村山は、1881 年 3 月から「近日商況欄」という経済欄を
開設した。経済記事というこれまでの「小新聞」にはなかった新しいジャンルを手がけ、






































13）年、フランスから世界最新鋭のマリノニ輪転印刷機（価格 1 台 6,300 円）を日本の新
聞業界で『東京朝日新聞』に初めて導入し、2 年後の 1892 年には『大阪朝日新聞』にも設


































表１ 朝日新聞の発行部数推移と経営の動向（1879～1933 年） 














      2,586  
      9,678  
   31,930  
   81,200  
  169,056  
  186,924  
  241,141  
  277,392  
  398,909  
  626,088  
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東西あわせて 50 余名が退社した『朝日新聞』は豊かな人材を失い、存亡の危機に直面した。 
このような事態を招いた要因として、かつて「中立」を標榜した『朝日新聞』が政府の
思惑以上に「大新聞」となって広く知識層に受け入れられるまでに成長し、政府に対抗す









 白虹事件という創業以来の危機に襲われながら、発行部数は 1917（大正 6）年の 50 万部




復帰する意向を持っていたと考えられる。事件の翌年の 1919 年 7 月、朝日新聞社は会社形
態を「朝日新聞合資会社」（資本金 60 万円）から「株式会社朝日新聞社」（同 150 万円）へ
変更した。株式会社への改組を機に、村山は 10 ヵ月ぶりに社長に復帰した。病気療養中の
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発行部数を達成した。1933（昭和 8）年、村山は死去した。享年 84 歳。前年には覇を競っ
た大阪毎日新聞社の本山彦一が亡くなっていた。 





   本山彦一 略年譜 








































































































































1889（明治 22）年 4 月、本山彦一は藤田組支配人在職のまま、株式会社に改組された大
阪毎日新聞社で正式に社務を総括する相談役に就任した。36 歳であった。その後 15 年にわ
たる相談役・監査役・業務担当社員という役職での新聞経営への関わり、さらに第５代社













月、大阪毎日新聞社の資本金、すなわち従来の出資額 3 万円を 5 万円に増額することを大
阪経済界の出資者に要請して実現した。また部数拡大を目指して、紙面を従来の 6 ページ
























増ページと海外通信網の充実であった。先行する『大阪朝日新聞』は 1896 年 1 月から 8ペ
ージ、99 年 1 月から 10 ページへの増ページを実施し、かつ 1898 年の時点で、ロシア、ド
イツ、イギリス、清国、韓国などで 12 の拠点を有し、イギリス・ロイター通信と特約して
いたからである。『大阪毎日新聞』は増ページについては、1897 年 3 月から 8ページ、1900
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年 1 月から 10 ページとして追随した。海外通信網の充実は大きな課題として残されたが、
















幹事長に就任し、社長を辞任した。後任社長に小松原英太郎が就任するが、3 年後の 93 年
に退陣した結果、本山が衆望を担って社長に就任することになった。51 歳であった。そし
て 3年後の 1896 年には藤田組支配人を解かれ、大阪毎日新聞社の経営に専任することにな
った。本山が相談役を務めた高木、原、小松原各社長の時期において、『大阪毎日新聞』の













年 2 月から 1905 年 9 月で 498 回、月平均 22 回であり、全国の新聞の中で最高記録であっ
た。因みに、村山龍平の『大阪朝日新聞』も次いで 385 回であった。 
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激しい戦争報道が招いた経営負担に対処するために、『大阪毎日新聞』は『大阪朝日新聞』
と同様、戦時定価の形で値上げ発表を余儀なくされた。1904 年 2 月 10 日、ロシアへの宣戦
布告の 3 日後、両紙は「今回の大戦争に関し通信その他多大の費用を要し、止むを得ず両
者協議の上、本月 16 日より戦争機関に限り、新聞定価一箇月金 48 銭に改正致し候」と共
同社告を行い、戦時定価として購読料を月 40 銭から 48 銭に値上げした。 
この日露戦争報道で『大阪毎日新聞』は報道で他紙を引き離したという指摘がなされて





表１ 毎日新聞の発行部数推移と経営の動向（1890～1932 年） 






1915(大正  4) 
1920(大正  9) 
1925(大正 14) 
1930(昭和  5) 




   201,561 
   262,845 
   626,137 



























 Hosei University RepositoryUniversity Repository
 17
創刊）である『東京日日新聞』が所有主の三菱から売りに出たことであった。本山は『東
京日日新聞』を手中に収め、1911 年 3 月、『毎日電報』を合併させ、『東京日日新聞』を存
続紙とし、『毎日電報』を廃刊した。当時、『東京日日新聞』の発行部数は 2万 5,000 部、『毎




























































1911（明治 44）年 1月、社告で海外留学生を大々的に公募するという画期的な試みを行 
い、初年度採用された 3名はイギリス、ドイツ、オーストリアに 3年間派遣され、1918(大
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そしてさまざまな経営革新が功を奏し、毎日新聞社は本山が死去した 1932（昭和 7）年に





例えば、1922（大正 11）年 5 月、本社新社屋の落成を機に社長辞任を表明しつつ、人事刷
新、業務の革新、財政再建等の経営合理化を社内に呼びかけた。同業他社との競争激化や
事業規模の拡大に伴う業務の複雑化のなかで、懲罰、解雇（退社）、転籍等を柱とする大阪


























した。享年 80 歳。 
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